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≪ 2020 年 4 月 ≫ 

 

「新型コロナウィルス感染症」に関する 

事業者向けの支援策について 
税務の話題 

依然、終わりの見えない“新型コロナウィルス”の拡大…。 
皆さまの周りではいかがでしょうか。 
直接・間接問わず、少なからず影響を受けていらっしゃる方も少なくないと思います。 
今月は、国から発表されている各支援策をご紹介いたします。 

 「青色申告」は所得限定！  
 
所得は１０種類に区分されますが（2019 年 2 月号参照）、 
このうち、「青色」の申告書を提出できるのは、 
不動産所得・事業所得・山林所得 のある方だけです。 
（「 ふ   じ   さん  は青い」と覚えましょう！） 

 
今回は、「不動産所得」と「事業所得」に絞って 
お話しをしていきます。 

 信用保証 
 セーフティネット保証  
 

経営の安定に支障が生じている中小企業者を対象とした資金繰り支援制度。 
 

① セーフティネット保証４号 
→ 全都道府県を対象地域に指定（2020 年 3 月 2 日）。 

売上高が前年同月比▲20％以上減少の場合。借入債務の 100％を保証。 
 
② セーフティネット保証５号 

    → 特に重大な影響が生じている 508 業種を指定（2020 年 3 月 13 日現在）。
売上高が前年同月比▲5％以上減少の場合。借入債務の 80%を保証。 

 
 危機関連保証  
 

全国・全業種の事業者を対象。借入債務の 100％を保証。 
売上高が前年同月比▲15％以上減少する、中小企業・小規模事業者に対する措置。

 新型コロナウィルス感染症特別貸付  
（日本政策金融公庫） 

 
新型コロナウィルス感染症による影響を受け、業況が悪化した事業者に対する制度。

信用力や担保に依らず一定金利。融資後３年間は、基準金利▲0.9％。
 

→（要件）最近１ヶ月の売上高が前年又は前々年の同期と比較し、５％以上減少。
 

 危機対応融資  
（商工組合中央金庫） 

 
内容は、上記「新型コロナウィルス感染症特別融資（日本政策金融公庫）」と同様。

商工組合中央金庫が、危機対応融資による資金繰り支援を実施。

 融 資 

裏面に続きます →→→


